
Ⅰ 中期財政計画について 

 

「中期財政計画」は、社会経済状況及び地方財政制度の変化による厳しい財政環境の中で「うす 

き創生・住み心地一番のまちづくり」の実現を目指し、戦略的な財政運営を推進していくための方

針を示すものであり、「第２次臼杵市総合計画」及び「第２次臼杵市行財政活性化大綱後期実行プ

ラン」といった本市の行政経営の基軸となる計画と相互に密接な関係を持ち、連携を高めながら

改革を推進していくものです。 

 

 

１．計画期間 

令和５年度から令和９年度までの５年間です。 

 

２．策定目的 

市民福祉の向上のため、「第２次臼杵市総合計画」に基づく施策の着実な推進を図りつつ、今後 

の更なる人口減少及び少子高齢化社会の到来を踏まえ、将来世代への過度な財政負担を回避する

ことで、「持続可能な自治体経営」を目指します。 

人口減少及び少子高齢化社会の到来による低成長時代の波という構造的な財政環境の変化に対 

応するため、臼杵市の創生を積極的に推進するため「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に沿った

事業の組み立てを行い、人口減少の抑制に資する事業を重点とします。また「第２次臼杵市行財政

活性化大綱後期実行プラン」の着実な推進等により、「安定的・持続的な財政構造の弾力性の確保

を可能とする財政運営」を目指します。 

 

３．設定目標 

  計画期間内５カ年間の各年度の繰上償還を除いた公債費（市債元利償還金）を平成 21年度の公

債費（3,163,523 千円）以下にします。（令和５年度、消防広域化に伴う繰上償還（263,904 千円）

を計上） 

今後は将来の公共施設の更新や改修、また庁舎建替えに備えて庁舎建設基金や市有施設整備基

金の残高増額に努めます。 

 

４．進行管理 

中期財政計画は、一定の推計条件を前提とした中期的な財政見通しに基づき財政運営上の目標

を設定し、その実現に向けた本市経営戦略の基本的な考え方を示すものです。 

  したがって、計画策定時に想定し得なかった社会経済状況及び地方財政制度の変化、複雑・多様

化する市民ニーズについては、各年度の予算編成の過程を通じて、中期財政計画の基本理念に基

づいて的確に対応することにより、設定目標を達成するものであります。本計画の目標達成は、

「第２次臼杵市行財政活性化大綱後期実行プラン」に掲げられた取り組み項目を確実に実施する

ことによって担保されるものであることから、計画期間中、徹底した行財政改革を推進します。 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ　今後の財政見通し

（歳入）

（歳出）

人件費

扶助費

公債費

物件費

補助費等

繰出金

その他

各特別会計の事業計画、償還計画に基づき試算しています。

令和４年度決算をベースに試算しています。

投資的経費

その他歳出

令和２年度～令和４年度決算をベースに、新規事業等を加味して試算してい
ます。

令和２年度～令和４年度決算をベースに、新規事業等を加味して試算してい
ます。

既発債分については令和４年度末残高に基づき算出。新規発行分について
は、公共施設整備５カ年計画に基づき、各起債における現行の償還期限及び
利率(０．３%～０．５%)の条件で試算しています。

公共施設整備５カ年計画に基づき試算しています。億円で試算。

令和５年度決算見込（人勧反映）をベースに、退職者数の推移を見込み試
算。職員数については、令和５年４月１日時点をベースに試算しています。
また、令和５年度からは定年退職年齢の引き上げの影響を見込んでいます。

前提となる条件

建設事業債については、投資的経費の歳出見込の財源と連動させて試算。臨
時財政対策債については、内閣府試算値を反映し試算しています。

基金繰入金については、合併振興基金の繰入を令和５年度から令和８年度に
計上。その他の目的基金については事業の実施状況により試算しています。

令和５年度確定値をベースに、基準財政収入額については地方税の見込を
ベースに試算。基準財政需要額において、公債費については、既発債および
今後借入予定額により試算。公債費を除く経費については、国勢調査による
人口減を反映し試算しています。

投資的経費及び扶助費に係る分については、各経費の歳出見込の財源と連動
させて試算しています。その他については令和４年度決算ベース。Ｒ４、５
年度は新型コロナウイルス感染症関連交付金及び物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金を計上しています。

　１　試算にあたっての前提条件　（令和5年度～令和9年度）

令和４年度決算をベースに、人口推計、利用者予測を加味して試算していま
す。

前提となる条件

項目

個人所得割については、人口推計、生産人口及び老年人口の推移を考慮し算
出（各年減少傾向）。法人分については新型コロナウイルス感染症の第５類
感染症への移行及びウクライナ情勢の影響による原材料費の増額に伴う企業
の経費負担増の影響を考慮し算出しています。固定資産税については３年に
一度の評価替えを考慮し他の税目については税目毎に推計しています。

令和５年度決算見込（県推計）をベースに試算しています。

項目

義務的経費

地方税

地方譲与税等

地方交付税

国県支出金

その他歳入

市債



Ⅲ　中期財政収支の試算（普通会計）
（単位：千円）

４　年　度

（決算額） （見込額） 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

23,916,544 23,272,647 △ 2.7% 21,985,697 △ 5.5% 21,329,362 △ 3.0% 21,965,137 3.0% 20,639,305 △ 6.0%

3,946,367 4,239,385 7.4% 4,168,876 △ 1.7% 4,162,547 △ 0.2% 4,161,093 △ 0.0% 4,105,065 △ 1.3%

7,802,513 7,464,904 △ 4.3% 7,668,391 2.7% 7,720,526 0.7% 7,409,253 △ 4.0% 7,334,902 △ 1.0%

4,232,597 3,747,680 △ 11.5% 3,087,121 △ 17.6% 2,950,506 △ 4.4% 3,077,821 4.3% 2,978,122 △ 3.2%

2,616,228 2,025,194 △ 22.6% 1,749,631 △ 13.6% 1,705,493 △ 2.5% 1,664,609 △ 2.4% 1,610,926 △ 3.2%

1,936,725 2,150,832 11.1% 2,325,893 8.1% 1,968,593 △ 15.4% 2,691,193 36.7% 1,848,593 △ 31.3%

3,382,114 3,644,652 7.8% 2,985,785 △ 18.1% 2,821,697 △ 5.5% 2,961,168 4.9% 2,761,697 △ 6.7%

13,138,072 13,022,791 △ 0.9% 13,145,126 0.9% 13,190,932 0.3% 12,878,205 △ 2.4% 12,747,826 △ 1.0%

23,420,097 23,139,542 △ 1.2% 21,909,008 △ 5.3% 21,407,494 △ 2.3% 22,258,217 4.0% 20,939,673 △ 5.9%

11,046,641 11,564,186 4.7% 10,867,737 △ 6.0% 10,854,478 △ 0.1% 11,048,939 1.8% 10,710,092 △ 3.1%

3,458,482 3,592,588 3.9% 3,530,480 △ 1.7% 3,555,045 0.7% 3,730,790 4.9% 3,559,837 △ 4.6%

4,736,233 4,737,735 0.0% 4,336,415 △ 8.5% 4,336,415 0.0% 4,336,415 0.0% 4,336,415 0.0%

2,851,926 3,233,863 13.4% 3,000,842 △ 7.2% 2,963,018 △ 1.3% 2,981,734 0.6% 2,813,840 △ 5.6%

3,588,428 3,208,744 △ 10.6% 3,733,476 16.4% 3,220,358 △ 13.7% 3,949,297 22.6% 2,919,718 △ 26.1%

3,400,068 3,069,950 △ 9.7% 3,733,476 21.6% 3,220,358 △ 13.7% 3,949,297 22.6% 2,919,718 △ 26.1%

補　助　事　業 1,305,368 988,807 △ 24.3% 903,590 △ 8.6% 890,787 △ 1.4% 1,101,196 23.6% 940,533 △ 14.6%

単　独　事　業 2,094,700 2,081,143 △ 0.6% 2,829,886 36.0% 2,329,571 △ 17.7% 2,848,101 22.3% 1,979,185 △ 30.5%

188,360 138,794 △ 26.3% 0 皆減 0 - 0 - 0 -

8,785,028 8,366,612 △ 4.8% 7,307,795 △ 12.7% 7,332,658 0.3% 7,259,981 △ 1.0% 7,309,863 0.7%

3,336,562 3,219,550 △ 3.5% 2,731,484 △ 15.2% 2,731,484 0.0% 2,731,484 0.0% 2,731,484 0.0%

59,180 59,180 0.0% 59,180 0.0% 59,180 0.0% 59,180 0.0% 59,180 0.0%

2,655,123 2,078,260 △ 21.7% 1,691,661 △ 18.6% 1,690,868 △ 0.0% 1,692,056 0.1% 1,686,676 △ 0.3%

2,098,399 2,181,160 3.9% 2,223,907 2.0% 2,228,916 0.2% 2,239,592 0.5% 2,247,782 0.4%

635,764 828,462 30.3% 601,563 △ 27.4% 622,210 3.4% 537,669 △ 13.6% 584,741 8.8%

496,447 

（参考）

①【プライマリーバランスの状況】

４　年　度

1,936,725 

2,851,926 

915,201 

②【実質公債費比率の状況】

４　年　度

7.7%

③【経常収支比率の状況】

４　年　度

92.1%

④【基金の状況】

４　年　度

（決算額） （見込額） 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

財政調整基金 3,024,192 3,428,273 13.4% 3,524,962 2.8% 3,466,830 △ 1.6% 3,193,750 △ 7.9% 2,913,382 △ 8.8%

減債基金 1,126,139 868,139 △ 22.9% 870,139 0.2% 872,139 0.2% 874,139 0.2% 876,139 0.2%

4,150,331 4,296,412 3.5% 4,395,101 2.3% 4,338,969 △ 1.3% 4,067,889 △ 6.2% 3,789,521 △ 6.8%

5,195,348 5,119,548 △ 1.5% 4,929,460 △ 3.7% 4,903,460 △ 0.5% 4,687,989 △ 4.4% 4,721,989 0.7%

9,345,679 9,415,960 0.8% 9,324,561 △ 1.0% 9,242,429 △ 0.9% 8,755,878 △ 5.3% 8,511,510 △ 2.8%

その他特定目的基金

年 度 末 基 金 残 高

財 政 調 整 用 基 金 残 高

９　年　度
区 分

５　年　度 ６　年　度 ７　年　度 ８　年　度

９　年　度

経常収支比率 93.8% 94.8% 95.2% 98.4% 98.2%

項目／年度 ５　年　度 ６　年　度 ７　年　度 ８　年　度

９　年　度

実質公債費比率（３カ年平均） 8.2% 8.4% 8.5% 8.5% 8.7%

項目／年度 ５　年　度 ６　年　度 ７　年　度 ８　年　度

(ｂ) － (ａ) 1,083,031 674,949 994,425 290,541 965,247 

(ｂ)　公債費 3,233,863 3,000,842 2,963,018 2,981,734 2,813,840 

(ａ)　地方債発行額 2,150,832 2,325,893 1,968,593 2,691,193 1,848,593 

項目／年度 ５　年　度 ６　年　度 ７　年　度 ８　年　度 ９　年　度

要 調 整 額 (( Ａ ) － ( Ｂ )) 133,105 76,689 ▲ 78,132 ▲ 293,080 ▲ 300,368 

そ の 他 の 経 費

物　　件　　費

維 持 補 修 費

補　助　費　等

繰　　出　　金

そ　　の　　他

人　　件　　費

扶　　助　　費

公　　債　　費 　　　

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

その他（災害復旧事業費等）

（ 参 考 ） 一 般 財 源 総 額

歳 出 合 計 (B)

義 務 的 経 費

地 方 債

そ の 他

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

歳 入 合 計 (A)

地 方 税

地 方 交 付 税

区 分
５　年　度 ６　年　度 ７　年　度 ８　年　度 ９　年　度


